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〔表〕過去５年度に受理した届出の処理状況

○ 令和３年度に企業結合計画の届出を受理した案件は３３７件（対前年度比２６.７％増）で
あった。

○ 届出を受理した３３７件のうち、第２次審査に移行した案件は１件（令和３年６月に第２次
審査に移行した「グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハーによるシルトロニック・アーゲー
の株式取得」）であった。

○ 最近におけるデジタル分野の企業結合審査への対応について言及。

H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

届出件数 306 321 310 266 337

第１次審査で終了したもの
(うち禁止期間の短縮を行ったもの)

299 315 300 258 328

(193) (240) (217) (199) (248)
第１次審査終了前に取下げがあったもの 6 4 9 7 8
第２次審査に移行したもの 1 2 1 1 1

企業結合関係届出の状況
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No． 事 例 の 名 称
水
平

垂
直

混
合

問題解
消措置

経済
分析

海外当局との
情報交換

結合
関係

１ 日本製鉄㈱による東京製綱㈱の株式取得 ○

２
グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハーによるシルトロニック・アー

ゲーの株式取得（シリコンウェーハ）（令和３年11月26日公表）
○ ○ ○

３
神鋼建材工業㈱による日鉄建材㈱の鋼製防護柵及び防音壁事業の吸

収分割（ガードレール）
○ ○ ○

４ 日本電産㈱による三菱重工工作機械㈱の株式取得（歯車機械） ○

５
ＥＮＥＯＳ㈱によるジャパン・リニューアブル・エナジー㈱の株式取得

（再生可能エネルギー）
○

６
セールスフォース・ドットコム・インク及びスラック・テクノロジーズ・インク

の統合（顧客管理ソフトウェア）（令和３年７月１日公表）
○ ○ ○

７
㈱メルコホールディングスによる㈱セゾン情報システムズの株式取得

（ファイル転送サービス）
○

８ 東京青果㈱による東一神田青果㈱の株式取得（青果卸売） ○

９ イオン㈱による㈱フジの株式取得（スーパーマーケット、ドラッグストア） ○ ○

１０
ＧＭＯフィナンシャルホールディングス㈱によるワイジェイＦＸ㈱の株式取

得（ＦＸ取引）
○ ○

「令和３年度における主要な企業結合事例」の掲載事例一覧

主要な企業結合事例の概要

（注） 「水平」とは、当事会社グループ同士が同一の一定の取引分野において競争関係にある場合をいう。
「垂直」とは、当事会社グループ同士が取引段階を異にする場合をいう。
「混合」とは、「水平」、「垂直」のいずれにも該当しない場合をいう。
網掛けは、個別案件として公表済み 2



https://www.jftc.go.jp/dk/kiketsu/toukeishiryo/index.html

これまで公表した事例の整理一覧表
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これまで公表した事例について、考慮要素ごと等に整理した一覧表をウェブサイトに掲載。



公表事例において参入について検討を行った例
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公表事例において措置の実施を前提として問題なしと判断した事例
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公表事例において経済分析を行った例
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（参考資料）
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○ TOBの開始前の日本製鉄の東京製鋼に対する議決権保有比率は
9.91％（第１位）

事例１ 日本製鉄㈱による東京製綱㈱の株式取得

２ 問題の所在

４ 本件の特徴
 議決権保有比率が9.91％から19.91％となる企業結合計画について、議決権保有比率を10％以
下となるよう売却するなど結合関係の解消のための措置を踏まえて判断

当事会社グループ間の結合関係の解消

① 東京製綱の議決権保有比率を10％以下とすべく株式を本件行為の
買付価格以上となる価格で可及的速やかに売却する。

１ 経緯

３ 日本製鉄と東京製綱との結合関係 ４ 当事会社による措置の申出

② ①の売却が完了するまでの間、東京製綱の株主総会において、議
決権保有比率が10％を超える部分については、議決権を行使しない。

③ ①の売却が完了するまでの間、日本製鉄は自社の役員及び従業員を
東京製綱の役員と兼務させず、自社出身者を東京製綱の役員に推薦し
ない。
④ ①の売却が完了するまでの間、東京製綱株式の売却状況及び保有
状況について年１回の定期報告を行う。

→議決権保有比率が10％以下の場合は結合関係が形成・維持・
強化されず、企業結合審査の対象とならない。（企業結合ガイドライン）

○ TOB成立後の日本製鉄の東京製綱に対する議決権保有比率は
19.91％（第１位）

日本製鉄と東京製綱との間に結合関係が形成・維持・強化され
ることとなるか

○ 議決権保有比率、当事会社間の取引関係、役員兼任状況

○ TOB成立後の東京製鋼経営陣の交代
東京製綱の経営陣を交代させ、経営方針を変更させるべ
くTOBを行い、自らの意向どおりに経営陣の交代を実現

日本製鉄と東京製綱との間に結合関係あり→
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１ 一定の取引分野

世界全体

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

水平型セーフ
ハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制
限することとはな
らないと判断

４ 本件の特徴

グローバルウェーハズ・ゲーエムベーハーによるシ
ルトロニック・アーゲーの株式取得事例２

＜商品範囲＞

＜地理的範囲＞

・需要者は国内外の供給者を差別することなく取引し、
供給者も需要者の所在する国を問わず取引をしている。

・経済分析結果からも日本国内市場で画定すべきとい
う結果は得られていない。

 第２次審査案件  経済分析実施案件
9

 シンガポール当局及び米国FTCと情報交換



１ 一定の取引分野

日本全国

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

水平型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限及び問題解消措置

競争を実質的
に制限するこ
ととはならな
いと判断

４ 本件の特徴

神鋼建材工業㈱による日鉄建材㈱の鋼製防護柵
及び防音壁事業の吸収分割事例３

＜商品範囲＞

＜地理的範囲＞
・需要者は日本全国のメーカーから購入。
・メーカーは日本全国で販売し、地域に
よって価格が異なる事情もない。

 第三者への設備の持分譲渡に係る問題解消措置を踏まえて判断

① 設備の持分譲渡
② 無期限の操業生産受託
③ 譲渡先への営業・技術支援
④ 情報遮断措置
⑤ 定期報告

競争を実質
的に制限す
ることとな
るおそれ

 経済分析実施案件

＜問題解消措置＞
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１ 一定の取引分野 ２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

垂直型セーフハーバー
非該当

３ 競争の実質的制限

競争を実質的に制限する
こととはならないと判断

４ 本件の特徴

日本電産㈱による三菱重工工作機械㈱の株式取得事例４

＜川上市場＞

 歯車機械と電気自動車(EV)の駆動部に関する垂直統合案件  グリーン関連案件

＜川下市場＞

ｅアクスル
（電気自動車(EV)の駆動部）

＜川上市場＞

＜川下市場＞
ｅアクスルの市場シェアは不明

（三菱重工工作機械）

（日本電産）
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２ 一定の取引分野（地理的範囲）

４ 本件の特徴

事例５

３ 当事会社の地位及び競争事業者の状況及び競争の実質的制限

 グリーン関連案件。事例集で再生可能エネルギー発電を取り上げるのは初めて
 発電事業全体と再生可能エネルギー発電事業を重層的に市場画定

1 一定の取引分野（発電事業／再生可能エネルギー発電）

ENEOS㈱によるジャパン・リニューアブル・エナ
ジー㈱の株式取得

＜地理的範囲＞

・発電事業
・再生可能エネルギー
発電事業

競争を実質的に制限する
こととはならないと判断

○ 電力は、発電の方法の違いによって品質等に差は
ないため、従来の需要者は発電方法を区別すること
なく調達

＜役務範囲＞

重層的に画定

○ 2020年10月「カーボンニュートラル宣言」を受け、
再生可能エネルギーを特に求める需要者が出現

○ 現状においては、
旧一般電気事業者の
供給区域における発電
の大半は旧一般電気事
業者が行っている。

○ 地域間連系線の容量に制約あり

発電事業全体:旧一般電気事業者が高いシェア

特に競争に与える影響が生じる北海道電力、中国電
力及び沖縄電力管内以外の地域を検討

再生可能エネルギー発電事業:当事会社グループの市場は、
いずれも５％未満

（出所:資源エネルギー庁ウェブサイト）
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２ 当事会社の地位等及び競争に与える影響

４ 本件の特徴

事例６

３ 競争の実質的制限

 データの収集又は保存されたデータの利用可能性について検討

1 一定の取引分野
（法人向けNAS製品／システム間ファイル転送ツール）

セールスフォース・ドットコム・インク及びスラック・テクノロ
ジーズ・インクの統合

・CRMソフトウェア（全体及び種類別で重層的に画定）
・ビジネスチャットサービス

競争を実質的
に制限するこ
ととはならな
いと判断

＜商品範囲＞

・セールスフォース社のCRMソフトウェアにスラック社のビジネ
スチャットサービスを組み合わせて供給

・セールスフォース社がスラック社以外のビジネスチャットサービ
ス供給者に対して、API接続を遮断又は相互接続性を低下させる

・秘密情報の共有 ⇒ 市場の閉鎖性・排他性の問題

ビジネスチャットサービス

 組合せ供給による市場の閉鎖性・排他性の検討において、組合せ状況やAPI遮断

(セールスフォース社)

(スラック社)

CRMソフトウェア

混合型企業結合（商品拡大）

※CRMソフトウェアとは、マーケティング
からカスタマーサポートまで、あらゆる顧
客接点を一元的に管理するソフトウェア

・データ集積 ⇒ 競争上優位な立場に立つ等の弊害

 経済分析案件
の排除効果、統合機能の重要性の程度等の様々な角度から検討を行っている
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２ 当事会社の地位等及び競争に与える影響

４ 本件の特徴

事例７

３ 競争の実質的制限

 デジタル関連案件
 これまで組合せ供給についての検討がなされたことがない商品役務の組合せ供給について検討

1 一定の取引分野
（法人向けNAS製品／システム間ファイル転送ツール）

㈱メルコホールディングスによる㈱セゾン情報シス
テムズの株式取得

＋

・法人向けネットワーク対応HDD（NAS製品）
・システム間ファイル転送ツール提供事業

競争を実質的
に制限するこ
ととはならな
いと判断

＜商品範囲＞

当事会社グループが法人向けＮＡＳ製品市場
又はシステム間ファイル転送ツールの提供事
業で競争上、優位となり、市場の閉鎖性・排
他性の問題を生じさせる可能性がある。

システム間ファイル転送ツール

 直接ネットワーク効果の影響について検討

(メルコホールディングス) (セゾン情報システムズ)

Network Attached
Storage製品
(NAS製品)

混合型企業結合（商品拡大）

組合せ供給
※個人・一般向けＮＡＳ
製品と法人向けＮＡＳの
需要の代替性は限定的

・NAS製品は100未満の事業者が主
に使用し、ファイル転送ツールの使
用者は100名以上の大規模事業者
（補完性の程度は低い）
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５ 本件の特徴

事例８

 大田市場の市場内卸売業者が３社から２社となることから慎重に審査
 卸売市場の特性を踏まえ、青果物の市場内卸売業と集荷事業という二つの取引分野を画定し検討

１ 一定の取引分野
（小口需要者向け青果物の市場内卸売業／青果物の集荷事業）

東京青果㈱による東一神田青果㈱の株式取得

４ 競争の実質的制限（青果物の集荷事業）

＜卸売市場に特有の事情＞

競争を実質的に制限するこ
ととはならないと判断

２ 当事会社の地位及び競争事業者の状況
小口需要者向け卸売業:大田市場内の競争事業者は１社のみ
青果物の集荷事業:市場シェア不明

セーフハーバー基準に該当しないものとして検討

・せりの存在
・不当な差別的取扱い
の禁止 等

３ 競争の実質的制限（小口需要者向け青果物の市場内卸売事業）

・日本全国に複数の産地があり、出荷者は多数存在
・仲卸業者は大田市場以外からも様々な調達先を有している。
・市場内卸売業者に期待されているのは需給バランスを踏まえた適切
な価格形成であり、需給バランスを無視できない。

・他市場の市場内卸売業者である
競争事業者が多数存在

・当事会社で取引のある
出荷者の重複が限定的

・競争事業者から「集荷
できなくなる」などの懸
念が示されたものの、そ
の懸念は具体化しない。

○ 出荷者との協調的行動
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イオン㈱による㈱フジの株式取得

３ 競争の実質的制限

４ 本件の特徴

事例９

２ 一定の取引分野（スーパーマーケット業／ドラッグストア業）

競争を実質的に制限することとはならないと判断

○ スーパーマーケット業 ○ ドラッグストア業

地理的範囲
「店舗から半径２～７km」

地理的範囲
「店舗から半径２km」

○ スーパーマーケット業（競合地域:８４地域）

○ ドラッグストア業（競合地域:７５地域）

 議決権保有比率51％の親会社がいる当事会社の関連会社について、当事会社グループに含めて審
査を行った。

１ フジ内の結合関係について

レデイ薬局はフジグ
ループに含め審査

①フジ、ツルハＨ
Ｄ及びレデイ薬
局との間で資本
提携契約を締結

②取引関係（フジ
グループからレデ
イ薬局への不動
産賃貸）

③役員状況等

（イメージ図） （イメージ図）
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２ 一定の取引分野（ＦＸ及び通貨ＢＯ）

５ 本件の特徴

事例１０

４ 競争の実質的制限

 事例集でＦＸ及び通貨バイナリーオプションを取り上げるのは初めて
 議決権保有比率が約１５パーセントである関連会社について、役員兼任状況も考慮して当事会社との
結合関係を認め、当事会社グループに含めて審査

１ ＧＭＯＦＨグループの範囲について

ＧＭＯあおぞらネット銀行はＧＭＯＦＨグループ
に含め審査

ＧＭＯフィナンシャルホールディングス㈱によるワイ
ジェイＦＸ㈱の株式取得

３ 当事会社の地位及び競争事業者の状況

ＦＸ及び通貨バイナリーオプション
＜役務範囲＞

＜地理的範囲＞
日本全国インターネットを通じ、日本全国で供給

当事会社グループ合算シェア
約３０％（第１位）

HHI 約1,700、増分約４00

水平型セーフハーバー
非該当

・有力な競争事業者が複数存在
・競争事業者は十分な供給余
力を有すること

・ＦＸ以外の差金決裁取引等からの切替
えも容易

競争を実質的に制限する
こととはならないと判断

ＧＭＯあおぞら
ネット銀行はＧ
ＭＯＦＨ等と結
合関係あり
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最近におけるデジタル分野の
企業結合審査への対応について

令和４年11月８日

公正取引委員会事務総局
経済取引局企業結合課

企業結合調査官（主査） 柿元 將希



企業結合ガイドライン及び手続対応方針の改定（令和元年12月）

• 届出基準を満たさない場合であっても、買収に係る対価の総額が大きいなど
一定の場合には企業結合審査を行う旨を明示

• 審査の中で当事会社の内部文書の提出を求める旨を明らかに

• デジタルサービスの特徴を踏まえた改定

• 品質競争

• 多面市場

• ネットワーク効果

• スイッチングコスト

• データの重要性…

• 垂直型・混合型企業結合についての考え方を明示

企業結合ガイドラインの改定

手続対応方針の改定
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デジタル領域における企業結合審査の課題

• デジタルサービスは市場環境が複雑かつ急速に変化するという特徴を
有する

例えば…

• デジタル広告の市場構造はどうなっているのか？

• SNSは他のどんなサービスと競争しているのか？

• キャッシュレス決済市場の３年後の市場環境はどのようなものか？

• こうした中で迅速かつ的確な企業結合審査を行うためには企業結合計
画の意図・目的、当事会社の事業内容、市場における競争の状況、将
来の見通しを正確に把握することが特に重要

デジタル領域における企業結合審査の課題

ガイドライン改定後の公取委の取組をご紹介
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企業結合審査に係るエンフォースメント（執行）の強化①

• 内部リソースの拡充

• 官房審議官（企業結合担当）の新設

• 上席企業結合調査官の増員

• 経済分析室の新設

• 外部リソースの取込み

• デジタルスペシャルアドバイザーの起用（令和３年度）

• デジタルアナリスト（非常勤職員）の採用（令和４年度）

• 任期付職員（弁護士・エコノミスト・研究者）の採用

体制の強化
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企業結合審査に係るエンフォースメント（執行）の強化②

• 個別案件に係る情報・意見の募集（公募）

• マイクロソフト・コーポレーション及びアクティビジョン・ブリザード・
インクの統合（令和４年６月16日）

• グーグル・エルエルシー及びマンディアント・インクの統合（同上）

• 内部文書の活用

• 令和４年６月「企業結合審査における内部文書の提出に係る公
正取引委員会の実務」（「内部文書実務」）を公表し、考え方を明
らかに（後述）

• 経済分析の活用

• 令和４年５月「経済分析報告書及び経済分析等に用いるデータ
等の提出についての留意事項」を公表し、考え方を明らかに

エンフォースメントの強化

※ いずれについてもこれまで必要に応じて行われてきたものだが、迅速かつ的確な
企業結合審査という観点から審査の初期段階を含め一層の活用を志向するもの
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企業結合審査における内部文書の活用

• 企業結合審査において内部文書は重要な資料

• 従来の公取委の実務を対外的に明らかにすることは企業にとっても有用

• 海外当局において内部文書の活用は標準的な審査手法として確立

「内部文書実務」公表の背景

• 提出が求められる内部文書の例や提出範囲

• 取締役会等の会議体の資料

• 関係する役職員のEメール

• 関係部署における競合分析資料…

• 内部文書の選定・抽出のプロセス

• 提出時期その他提出にあたって留意すべき点等

「内部文書実務」の内容
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個別案件における企業結合審査の内容に係る公表

公取委は、企業結合審査の透明性を確保し、予見可能性の向上を図る観点から、
個別案件の公表や事例集の公表を実施

改定企業結合ガイドライン等の考え方に沿った審査を実施したデジタル分野の
個別事案として、以下の企業結合の審査内容を公表

• Ｚ ホールディングス株式会社及び ＬＩＮＥ 株式会社の経営統合
（令和２年８月４日公表）

• グーグル・エルエルシー及びフィットビット・インクの統合
（令和３年１月１４日公表）

• セールスフォース・ドットコム・インク及びスラック・テクノロジーズ・インクの統合
（令和３年７月１日公表）
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非届出案件の審査

• 非届出案件の審査件数は増加傾向
• 令和元年度：６件
• 令和２年度 ：９件
• 令和３年度 ：14件

• 令和３年度には非届出案件として以下の企業結合について審査
• マイクロソフト・コーポレーション及びニュアンス・コミュニケーションズ・
インクの統合

• アマゾン・ドットコム・インク及びMGMホールディングス・インクの統合
• グーグル・インターナショナル・エルエルシーによる株式会社ｐｒｉｎｇの
株式取得

• ペイパル・ホールディングス・インクによる株式会社Ｐａｉｄｙの株式取得

• 令和４年度ではグーグル・エルエルシー及びマンディアント・インクの統合に
ついて審査
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ご清聴ありがとうございました。


